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民生部門での二酸化炭素削減対策
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民生部門（業務、家庭）からの二酸化炭素排出削減は重要かつ急務
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出典：（財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー経済統計要覧2007」

出典：環境省（温室効果ガスインベントリ）



高効率化、小型化、低コスト化、寒冷地性能向上、
多機能化、排熱回収技術向上 等

ヒートポンプの技術課題と普及拡大に向けて

ヒートポンプの技術課題

技術課題を克服し、我が国のみならず世界の二酸化炭素排出削減に向けて大きな
ポテンシャルを秘めたヒートポンプ技術を普及させ、環境と経済の両立をはかる

2倍の効率
コスト半減

日本
政府

先進国政府
途上国政府

連携地方
自治体

地中熱を利用した融雪（青森市）
空調排熱を利用した地域熱供給

（晴海地区）

H19年度省エネ大賞受賞機器
の１/３がヒートポンプ技術

モータ・インバータ等の高効率
化、二酸化炭素冷媒活用等

ヒートポンプ技術の用途拡大・普及に向けて

地中熱を利用したシステム

ｏ 補助金、税制優遇

・高効率空調機補助導入支援事業
・減価償却の加速化 等
ｏ 国民への情報提供
ｏ 寒冷地への普及

これまでの成果
2050年

地球温暖化防止に向けた都市の国際連携
→ 欧米（ストックホルムなど）やアジアの諸都市

海水を利用した地域熱供給
（福岡市シーサイドももち地区）

連携



我が国では、2030年で約5,400万トンの二酸化炭素削減の見通し
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▼5,373万トン ▼1.3億トン
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空調・給湯分野等における二酸化炭素削減効果

出典：（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

ヒートポンプ技術による二酸化炭素削減見通し
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